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バイオ炭の農地施用による

農地炭素貯留と環境価値創出

スマート農業推進フォーラム2025 in 北陸
2026年1月29日 於：金沢商工会議所会館

農研機構 農業環境研究部門
所長 山本勝利

NARO Confidential
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日本の農畜産業からの温室効果ガスGHG排出

• 世界全体では農業・林業・土地利用由来の排出が20%以上
• 日本の農畜産業部門のGHG排出量は全体の約4%
• 農畜産業の主なGHG排出源は、家畜（CH4, N2O）、水田（CH4）、農地土壌（N2O）

日本の農畜産業における温室効果ガス排出量（2020年度）
（全ての温室効果ガスは地球温暖化係数を用いてCO2換算）

単位：万t-CO2換算
※温室効果はCO2に比べメタンで25倍、N2Oでは298倍
出典：農水省資料

「農林水産省地球温暖化対策計画について」
（2022年11月）
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GHG排出削減に向けた農研機構の取組

１週間程度の“中干し”
延長により水田からのメ
タン排出を約30％低減。

J-クレジット方法論 AG-005
水稲栽培における中干し期間の延長

GHGのモニタリングとデータ蓄積、総合評価・見える化

メタン

CH4

メタンの排出削減 
(水田土壌)

二酸化炭素

CO2一酸化二窒素

N2O

水田の
中干し延長

バイオ炭の
農地施用

N2Oの排出削減 
(畑土壌)

土壌管理

N2Oの排出削減には窒
素肥料の適正施肥や
施肥量の削減が有効。
微生物の活用も研究中。

作物残渣、堆肥、緑肥、
バイオ炭等を農地に施
用することで、土壌炭素
蓄積量が増加。

J-クレジット方法論 AG-003
茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料
又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥

J-クレジット方法論 AG-004
バイオ炭の農地施用

NARO「見える化サイト」モニタリング手法 農水省「みえるらべる」

チャンバー法開発 ３成分同時分析法
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ネガティブエミッション技術としてのバイオ炭

◼ バイオ炭については、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の2019改良版ガイドランに
おいてインベントリ報告（国別GHG排出量の国連報告）算定方法を新規に追加

◼ 他のネガティブエミッション技術と比べ、自然物由来で、比較的容易（簡便、安価）に、かつ
確実に炭素貯留を実現でき、農業生産との共益を期待できるものとして世界各地で注目

バイオマス生産とバイオ炭による炭素貯留
◼ 日本の古くからの「もみ殻燻炭」技術

（土づくり）が利用可能

◼ バイオ炭施用には追加的コスト（資材

費、労力）が必要

◼ 農家のインセンティブを高める生産性、

収益性の向上が必要

NEDO-GI基金事業による
オール農研機構の取組
（NAROプロ５）

バイオマス

バイオ炭

CO2

光合成

熱分解

C
C

C
C

農地土壌

光合成

バイオマス生産

Biocharバイオ炭

炭素貯留

く んたん

大気中CO2
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NEDOの【GI基金事業】と、農林水産業

プロジェクト

【農業】 農地炭素貯留
（高機能バイオ炭）

【林業】 高層木造建築物
（等方性大断面部材）

【水産業】 ブルーカーボン
（海藻バンク整備）

農作物の収量性が概ね2割程度向上する
高機能バイオ炭等を開発することにより、
農地１ha当たり年間3トン程度（バイオ炭量
換算で1.9トン/ha程度）のCO2を持続的に
農地炭素貯留できる営農技術等を確立する

【農林水産業分野】【GI基金事業プロジェクト一覧】

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、NEDOに基金（2.7兆円）を造成し、野心的な目標
にコミットする企業等に対して、最長10年間、研究開発・実証から社会実装までを継続して支援

予算額 上限159.2億円

【農業分野の技術開発目標】

■CO2の削減効果

2030 約53万ｔ/年

2050 約4,661万ｔ/年

■経済波及効果

2030 約544億円

2050 約2.0兆円

農林水産分野における
アウトカム目標に貢献
ポテンシャル推計値※

※未利用バイオマス賦存量等か
らポテンシャルを推計（農林水
産省社会実装計画）
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GI事業における「高機能バイオ炭」の技術開発戦略

価値向上

労働費

（支出）

単収×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費

農業者の収支（現状）

赤字

J-クレジット

移行

労働費

（支出）

収量×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費

コスト縮減

本プロジェクトにおける開発戦略

J-クレジット
農家収益性の
さらなる

向上を目指す

本プロジェクトが目指す農業者の収益構造の変革

➢革新的な素材開発

➢生産性の向上

➢生産方式革新

➢流通システムの改革

➢消費者の行動変容

有利販売による増収

収量向上

バイオ炭施用による経費の増加分を、コスト縮減と農家収入（収量×単価）の拡大で賄う

① バイオ炭施用農法のコスト縮減
② 高機能バイオ炭施用による収量性（生産性）の向上
③ バイオ炭施用を通じた農産物の環境価値向上

３つの視点での
技術開発

J-クレジット
収入の増加
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高機能バイオ炭の供給・施用技術の確立による
農地炭素貯留の推進

バイオ炭施用に取り組む農業者の取組インセンティブを高め、農地炭素貯留（農地1ha当たり
年間３トン程度のCO2固定）と農業生産性２割向上を同時に実現

「カーボンクレジット × 農産物の生産性向上 × 環境価値農産物」の市場の形成

農研機構 製造、栽培、販売のフードチェーン全体を技術開発でバックアップ
有用微生物探索、高機能バイオ炭配合レシピ開発、栽培技術体系確立、環境価値評価法開発 など

農業者・農業法人片倉コープアグリ ヤンマーエネルギーシステム

全農 ぐるなび

現地ＪＡ

一般市場 環境農産物の価値を消費者へ訴求

有用微生物
資材

バイオ炭
製造設備

バイオ炭製造
高機能化

FCシステム化、有利販売
炭素クレジット取引

海
外
展
開

バイオ炭農地施用
農産物生産

高機能
バイオ炭

生産物
（コメ）

生産物 付加価値

Ｊ
ク
レ
ジ
ッ
ト
・
補
助
金
等
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研究開発項目 担当社
2024年度ま

で 2025年度 2026年度 2027年度
2028～

2030年度

資材
開発

有用微生物の
探索

高効率バイオ
炭の製造

農地
施用

栽培施用体系
の確立

現地実証
現地JA、農業
法人

有利
販売

システム確立
・環境価値評価
・地域間融通

環境価値農産
物の有利販売

GI事業の主な工程表

製造プラント整備

高機能バイオ炭
製造法開発

有用微生物
菌株特定

炭化炉開発試験

有用微生物
菌株特定

高機能バイオ炭施用実証、技術指導

現地実証マニュアル作成

栽培施用技術体系構築

全国現地実証(2) 実証地区拡大全国現地実証(1)

50地区開始 70地区拡張 100地区

システム運用実証
（バイオ炭等地域間融通システム、環境価値評価システム）

環境価値農産物の有利販売検証

本格運用

本格運用

システム開発・適合性分析

50地区開始
70地区拡張

100地区

1菌株 3菌株

3資材

10体系 20体系
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農研機構は、以下の３側面から他のコンソメンバーと密接に連携して研究開発を牽引

高機能バイオ炭の開発

【片倉CA、ヤンマーESと連携】

全国農地への
施用体系の構築

【JA全農、ぐるなびと連携】

環境価値の総合評価

【ぐるなびと連携】

生産性を向上させる新規有用
微生物の探索と、微生物資材
とバイオ炭の配合法の開発
目標：生産性1.2倍

メーカー
資材製造者(※)

※ カントリーエレベータ等の
運営者（現地JA等）を含む

農業生産者

流通・小売
消費者

高機能バイオ炭を組み込んだ
低コスト・高収益な農地施用・
生産技術の開発
目標：施用経費5,000円/10a

消費者に訴求するための「環境
価値」の総合評価法の開発
目標：40作物で評価可能

【成果の利用者】

GI事業における農研機構の研究開発

9

地域特性に応じた技術体系を構築するため、農研機
構の11研究所の19拠点が参画するとともに、21道
県の公設試に再委託し、21種類の作物について、高
機能バイオ炭施用による栽培試験を実施

畜産研

研究開発責任者
(農環研)

２�™①課題リーダー
(中農研)

研究総括
(農環研所長)

北農研 北海道
(玉葱)

東北研 福島
(麦,大豆)

宮城
(乾田直播水稲)

宮城大
(乾田直播水稲)

中農研
埼玉
(水稲)

岐阜
(水稲)

新潟
(水稲,エダマメ)

西農研 滋賀
(水稲,麦,大豆)

九沖研 佐賀
(水稲,玉葱)

熊本
(キャベツ)

鹿児島
(原料甘藷)

栃木
(子実トウモロコシ)

果茶研

青森
(リンゴ)

山形
(ブドウ)

千葉
(ナシ)

静岡
(カンキツ)

新潟
(ブドウ)

滋賀
(茶)

岩手
(リンゴ)

愛媛
(カンキツ)

静岡大
(茶)

農環研

野花研

北海道
(キャベツ)

福島
(ブロッコリー)

埼玉
(ホウレンソウ)

千葉
(長ネギ)

秋田
(アスパラ,花き)

岐阜
(エダマメ)

兵庫
(ブロッコリー)

新潟
(トマト)

茨城
(小ギク)

愛知
(キャベツ)

2025年度より、全国49地区の現地JA
（16地区）・農業法人（33地区）にて、
栽培・施用試験（農研機構）とシステム
運用試験（ぐるなび）を開始

全国展開に向けた研究体制と現地実証

全国の農地に技術を展開し、我が国全体での土壌炭素貯留を推進
（2030年までに100地区、1,000haの現地実証を行い、GI基金事業終了後の普及を加速）

技術開発 現地実証

【目標】
2030年度（GI基金事業終了年）
までに
・実証地区 100地区
・普及面積 1,000ha

・炭素貯留 3,000トンCO2

農業法人

現地JA

現地JA、農業法人
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現地実証地区の概要

分類
普通作
物

葉茎菜
類

果菜類 根菜類 いも類 果樹・茶
地点数
計

作物
水稲
麦
ダイズ

たまねぎ
キャベツ類
ねぎ

ほうれんそう
アスパラガス
ブロッコリー

トマト
えだまめ
ピーマン
かぼちゃ

スイートコーン

にんじん かんしょ
かんきつ
茶

18作物

全国 26 13 8 1 4 3 55

北海道 2 (2) 2

東北 5 (4) 1 (1) 1 (1) 7

中日本 10 (8) 5 (5) 5 (5) 1 (0) 1 (1) 1 (1) 23

西日本 6 (5) 4 (3) 2 (2) 1 (1) 13

九州 5 (5) 1 (1) 3 (3) 1 (1) 10

現地実証地区の地域別、対象作物別の整理表（2025年度試験地点数）
表中の数値は「地点数」（１地区で複数地点の試験を実施している場合がある）

（）内はバイオ炭散布実施された実証地点数（2025年12月までの農地施用実施済み地点数）

現地実証地区の対象作目
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バイオ炭投入 ブレンドキャスタ散布微生物投入

あらかじめ微生物資材が混和された高機能バイオ炭の大量施用、または施用前に農地でバイオ炭と
微生物資材を混和する高機能バイオ炭の省力・低コスト施用法を検討（5,000円/10a）

高機能バイオ炭（農地でバイオ炭と微生物資材を混和）の施用工程

多様な施用機（トラクタ作業機）の比較検討（作業時間、加水条件、施用精度など）

ライムソワー マニアスプレッダブレンドキャスタ ブレンドソワーパケットマニュア

低コストな高機能バイオ炭農地施用法の検討
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原料調達、資材製造、高機能バイオ炭製造、運搬、農地施用など、技術体系
の全プロセスでのGHG排出・吸収（貯留）を総合的に推計・評価し、高機能
バイオ炭体系のネガティブエミッション技術としての効果を実証

GHG排出

土壌炭素貯留

GHG排出 GHG排出 GHG排出 GHG排出 GHG排出

付随的排出（CO2、CH4、N2O）

GHG削減量 ＝ 土壌炭素貯留量 ー 付随的排出量

高機能バイオ炭施用プロセス総合評価／LCA

13

１）慣行農法（バイオ炭なし）の場合
・LCAデータベース(IDEA)の結果と同程
度(1.5kg-CO2/kg)。
・肥料、農薬、エネルギー消費が約9割
を占める。

２）バイオ炭ありの場合
・バイオ炭200kg/10a施用時のGHG
総排出量はバイオ炭なしの約42%に。
・バイオ炭製造と輸送の影響増に比べて、
CO2貯留の影響減が大きい。
・バイオ炭338kg/10a施用で大豆栽
培のGHG排出がネットゼロと試算された。
・バイオ炭輸送の影響は、シナリオによっ
ては、バイオ炭製造の影響を超える可
能性がある。

※微生物資材、バイオ炭の施用による
増収効果は組み込んでいない
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    （  ）   物資 （  ）    （      ）

CO2貯留

    製造
    輸送

CH4

×: 秋田県
△: 福岡県
〇: 茨城県

肥料

農薬

エネ

プラ資 

N2O

そ 他

  物資 製造
  物資 輸送

LCA
	y�4	q
	‹�4	k
	-
e
Ÿ

バイオ炭投入量
 (kg/10a)

CO2貯留
3tCO2/ha

	ü

	-�%
½�d
	Q�s	Ò

慣行農法

大豆 水稲 かんしょ ほうれんそう

LCA試算の結果（４作目の例／北海道）

２．高機能バイオ炭農法の環境価値評価 ④
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